
（H23.5　府民文化部府政情報室）　　　　　　　　　　　　　　　　　　














【参考】　広報活動の実態や取り巻く環境







大 阪 府 の 戦 略 的 広 報 （案）





【府政だより見直しのポイント】





４．民間タイアップの推進





《現状　⇒　今後さらに推進》


①情報発信タイアップ　外部媒体（情報誌や映像ビジョン）


　・情報誌タイアップ，（だいしんNOW（大阪信用金庫）、ぱど　ほか） 　　８社


　・Webでの情報掲載（楽天「まち楽」、エルネット「あすたいむ倶楽部」）　４社


　・電鉄系企業（５社）、文字情報配信（３件）、動画配信（２件）


②広報物の配架協力タイアップ


　・スーパー、コンビニエンスストアほか商業施設等タイアップ　　４社


③個別タイアップ


　・映画タイアップ　（２２年度：「小さな命が呼ぶとき」「レオニー」ほか）１１件





これまでの課題





・登録した府民が、府政のファンとして活動していただくような編集


・Ｗｅｂサイトへのフック役としての機能を最大限に活用


・内容や発行日等にとらわれない、柔軟な配信スタイルを検討





広報の目的





【メールマガジン見直しのポイント】





① 府民に伝えなければならないことを、きっちりと知らせる広報


② 府民の心に届き、しっかりと浸透する広報


③ これまでの広報にはない、脱お役所感覚の広報




















１ 庁内の広報一元化の推進


２ 府政情報室の自主媒体と各部の広報活動の適切な連携と役割分担


３ 広報する内容に応じた自主媒体の　（編集方針等）の見直し、リニューアル


４ 民間企業等とのタイアップ広報の推進























・府民に必要な府政情報を確実に届ける


・府政をしっかりと府民にアピールする


・府民にアクションを起こしてもらう








「単発・バラバラ広報」


年間を通じた広報計画がなく、事業ごとに単発、あるいはバラバラ広報でアピール力が弱い





府政情報室が


すべての広報を総括





「媒体ごとの目的が不明瞭」


ターゲットに対応した、媒体ごとの特性を活かしきれていない





具体的方策





そのためには





３．自主媒体の再構築





【年間広報計画の策定】





【重点広報の展開】








　最も効果的なタイミングで効率的に広報を実施するため、府民に伝え、協力をお願いする各部局の主要施策や府民を巻き込みムーブメントをおこす必要のあるイベント等に関し、年間を通じた広報計画を策定





１．広報一元化の推進





「従来型広報事業の限界」	


広報予算減による府独自の広報媒体の縮減





「府政情報室の役割不明確」


府政情報室と事業実施部局との役割分担不明確、連携不足





・府内全体をカバーできる発信力を引き続き活用


・広報項目によってメリハリをつけた取扱いやＷｅｂサイト等への誘導を強化


・より多くの府民に手にしてもらう工夫（配架場所の拡大等）





①庁内の広報情報を収集し、発信を支援するシステムを整備


≪年間にわたる各部局の広報情報を集約≫


　　・当初予算要求における広報関連予算の精査（Ｈ２２度予算編成～　政策的予算の精査、経常予算は情報を集約）


　　・各部局の広報情報をヒアリング


≪集約した広報情報を整理、効果的な発信についてプランニング≫


　　・年間広報計画の策定


　　・重点広報の設定


≪すべての広報情報を随時に整理し活用≫


　　・毎月の広報事項入力システム整備（Ｈ２２．１０～）


≪各部局の広報を企画から実施まで、きめ細かに支援≫


　　・各部局の広報活動を支援


≪各部局の配布先の選定を支援≫


　　・チラシ等配布先情報集約（整備中）


②庁内連携ルールの整備、ノウハウを共有


≪各部局の広報スキルをアップするための取り組みを充実≫


・「広報職員のための活動マニュアル」の策定（Ｈ２２．５ 随時改訂）


・「府ＷＥＢサイト管理の手引き」策定（Ｈ２２．９ 随時改訂）


・広報セミナーの開催（Ｈ２１～、年３回程度開催）


③広報活動のＰＤＣＡサイクルを検証


・Ｑネット等定期的なアンケートの実施


























見直しの３つの視点





取組の４つの方向性





　「府民に効果的に訴えることのできる


　  戦略的な広報を行うことが必要」　　　


































































































広報する内容やターゲットに応じて媒体の使い分け、各部広報活動との連携、WEBサイトへの誘導を行うため、これまでの自主媒体の編集方針等を見直し





２．重点広報の推進を参照





【WEBサイト見直しのポイント】





・一層府民がアクセスしやすく、情報を探しやすいＷｅｂサイトを検討


・府政に興味や関心の低い層を取り込むため、「職員ブログ」や「広報イチオシ掲示板」など役所らしくないコンテンツを充実・整備





一層効果的な


広報制度へ進化





全庁的な


広報水準の向上





○民間企業等と協働して広報機会の推進


○役所ルートのみで届きにくいターゲットに向けた広報活動を実施








２．重点広報の推進





　・年間広報計画のうち、各部局が特に重視する施策を期間を定め継続的・集中的に実施。


かつ、府政だよりなどの自主媒体・民間の媒体・各部局の広報活動などすべてを総動員して重層的に実施


　・主要テーマと関連する施策を有機的に連携させ、一体的に広報を実施


  ・府政情報室が企画段階から積極的に関与


　　《２３年度（案）》児童虐待、大阪産（もん）、大阪マラソン、防災 など





府の広報媒体








１　紙媒体


広報紙「府政だより」（S44～）


【廃止済み】グラフ紙（～H7）


　　【廃止済み】府紹介誌（～H19）


２　電波媒体（～H20）


【廃止済み】テレビ番組


【廃止済み】ラジオ番組（外国語放送含む）


３　ネット媒体


　　Ｗｅｂサイト（H8～）、


メルマガ（H15～）


動画ニュース（H20～）




















　


　











（参考）広聴事業


　　府政学習会（H21～）


【休止】知事対話（～H20）


【廃止済み】子ども議会（～H19）


　　





３　メルマガ「維新通信」　年５０回発行、登録者数２万８千人





○　関電ＣＳフォーラム調査（22年度500人）


　大阪府メールマガジンの認知率


　　�
知っている�
知らない�
�
知っているか�
１６．０％�
８４．０％�
�
　　→認知率の向上が必要





　興味をもった内容


　　�
知事コラム�
突撃インタビュー�
参加・応募の募集�
府政トピックス�
ミュージアム最新トピックス�
読者プレゼント�
特になし�
�
全体�
３８．２％�
２６．８％�
２３．８％�
２２．０％�
１８．２％�
３５．２％�
２３．４％�
�
　　→記事に対して、バランスよく興味を持っていただいている。


　


長さについて


　　�
長すぎる�
少し長い�
ちょうどよい�
少し短い�
短すぎる�
�
全体�
７．６％�
３７．６％�
５０．４％�
２．６％�
１．８％�
�
→ちょうどよいが、最も多いが、長い（長い＋少し長い）も45.2％ある。





４　動画「ムービーニュース」　配信数１４６本（H21）１１７本（H22）


○　再生回数（H21.2～H23.4）


Yahoo！動画�
１０．４万回�
�
YouTube�
４２．６万回�
�
→Ｗｅｂ動画は、有効なコンテンツだが、今後再生回数を検証




















１　広報紙「府政だより」　年９回発行、５大紙折込、３１１万部





○　新聞購読者の動向


＊「府の推計人口」（統計課）


　　�
府内の世帯数�
５大紙配布部数�
カバー率�
�
平成１７年度（国調）�
３６５万世帯�
３４０万部�
９３％�
�
平成２２年度（H23.3）�
３８４万世帯�
３０５万部�
７９％�
�
増減�
+１９万世帯�
△３５万部�
△１４％�
�
　　→世帯数の増加に反して新聞購読世帯は減少傾向　　　　　　　　　　





関電ＣＳフォーラム調査（回答22年度　500人）


　府政だよりの閲読率について


　　�
いつも読んでいる�
時々読んでいる�
合計�
�
平成２２年度（H23.3）�
１５．４％�
２９．４％�
４４．８％�
�
　　→閲読率は、約５割


　新聞折り込み以外で配布されていることの認知率


　　�
知っている�
知らない�
�
平成２２年度（H23.3）�
２４．４％�
７５．６％�
�
→知らない人が、４人のうち３人


　配架場所


　　�
駅�
スーパー�
書店�
飲食店�
病院�
銀行�
その他�
�
平成２２年度（H23.3）�
56.2％�
49.2％�
17.2％�
13.8％�
21.0％�
19.4％�
3.0％�
�
→駅とスーパーでの配架希望が大きい。　　飲食店：ファミリーレストラン、ファーストフード等








〔新たな媒体〕


４　民間タイアップ（H21～）


　　外部媒体への情報提供


　　広報物の協働制作　　　等








〔府政情報室以外の広報〕


５　各部の実施する広報活動


　　広報物の制作・配布、イベントの実施








５　府の広報活動に対する評価


〔Yahoo！リサーチ　府民アンケート結果


（平成23年3月実施、回答1000人）〕





大阪府の広報活動は評価できる　２８％　（そう思わない　３１％）











２　ＨＰ「府公式Ｗｅｂサイト」　約５万２千ページ、６１万アクセス／月





○　インターネット利用者


＊総務省「通信利用動向調査」（パソコン、モバイル端末、ゲーム機・ＴＶ等からの利用者）


　　�
利用者数�
人口普及率�
6～12歳�
20～29歳�
40～49歳�
60～64歳�
�
平成１７年度�
8,529万人�
71％�
66％�
95％�
91％�
55％�
�
平成２１年度�
9,408万人�
78％�
69％�
97％�
95％�
72％�
�
増減�
+879万人�
+7％�
+3％�
+2％�
+4％�
+17％�
�
　→20歳から49歳では90％以上が利用　60歳以上の利用者は急増





○　府ホームページの閲覧者の状況


・アクセス数（月間）


�
H17�
H18�
H19�
H20�
H21�
H22�
�
トップページ�
３２万�
３６万�
４１万�
５２万�
６５万�
６１万�
�



・Ｑネットアンケート（回答1436人）


�
ほぼ毎日利用�
週1～2回�
月1～2回�
年数回�
�
平成２１年度（H21.10）�
２％�
７％�
２９％�
３８％�
�
　→府政モニターも、毎日はアクセスしていない




















２　自主媒体の再構築








３　Ｗｅｂサイト等のあり方





２　メルマガのあり方





１　府政だよりのあり方








○　広報する内容に応じた媒体の使い分け、各部広報活動との連携、Ｗｅｂサイトへの誘導を行うため、これまでの自主媒体の編集方針を見直す。








　・府内全体をカバーできる発信力を引き続き活用。広報項目によってメリハリをつけた取扱いや、Ｗｅｂサイトへの積極的な誘導を強化。一層効率的な編集を行い、経費を抑制する。　　　　　　　　　　【平成２３年４月～】


　


　





　・個々の府民に積極的にアプローチできる媒体の特性を活かし、府政のファン層、応援団を増やす目的に特化した編集を行う。


　・Ｗｅｂサイトへのフック役としての機能を最大限に活用、知事コラムや発行日にとらわれない、柔軟な配信スタイルを検討する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平成２３年○月目途】











　・一層府民がアクセスしやすく、情報を探しやすいＷｅｂサイトをめざして、トップページのコンテンツやデザイン、カテゴリの誘導などを見直すため、リニューアルを行う。　　　　　　　　　　　　【平成２３年３月目途】


　・府政に興味や関心の薄い層を取り込めるような、役所らしくないコンテンツを発信するページを新たに作る。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平成２３年夏頃目途】











